
 
 

地方公共団体情報システム機構法（平成 25 年法律第 29 号）（抜粋） 

 

（目的）  

第一条  地方公共団体情報システム機構は、地方公共団体が共同して運営する組織として、住民基

本台帳法 （昭和四十二年法律第八十一号）、電子署名に係る地方公共団体の認証業務に関する

法律 （平成十四年法律第百五十三号）及び行政手続における特定の個人を識別するための番号

の利用等に関する法律（平成二十五年法律第二十七号）の規定による事務並びにその他の地方

公共団体の情報システムに関する事務を地方公共団体に代わって行うとともに、地方公共団体に

対してその情報システムに関する支援を行い、もって地方公共団体の行政事務の合理化及び住民

の福祉の増進に寄与することを目的とする。  

 

（業務の範囲）  

第二十二条  機構は、第一条に掲げる目的を達成するため、次に掲げる業務を行う。  

一  住民基本台帳法 の規定により処理することとされている事務を行うこと。  

二  電子署名に係る地方公共団体の認証業務に関する法律 の規定により処理することとされてい

る事務を行うこと。  

三  行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の規定により処理

することとされている事務を行うこと。  

四  地方公共団体の情報システムの開発及び運用  

五  地方公共団体の職員に対する地方公共団体の情報システムに関する教育及び研修  

六  地方公共団体の情報システムに関する調査研究  

七  地方公共団体の情報システムに関する事務の受託  

八  地方公共団体に対する地方公共団体の情報システムに関する情報の提供、助言その他の支援  

九  前各号に掲げる業務に附帯する業務  
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（予算等）  

第二十八条  機構は、毎事業年度、予算及び事業計画（以下この条において「予算等」という。）を作

成しなければならない。  

２  機構は、予算等を作成し、又は変更したときは、遅滞なく、これを総務大臣に届け出なければなら

ない。  

３  機構は、前項の規定による届出をしたときは、遅滞なく、その予算等を公表しなければならない。  

 

（報告及び立入検査）  

第三十四条  総務大臣は、機構がこの法律若しくはこの法律に基づく命令又は定款に違反し、又は

違反するおそれがあると認めるときは、機構に対し、その業務並びに資産及び債務の状況に関し

報告をさせ、又はその職員に、機構の事務所に立ち入り、その業務の状況若しくは帳簿、書類その

他の物件を検査させることができる。  

 

   附 則 抄  

（財団法人地方自治情報センターの解散並びに権利及び義務の承継等） 

第五条  昭和四十五年五月一日に設立された財団法人地方自治情報センター（以下「地方自治情報

センター」という。）は、平成二十六年四月一日に解散し、その一切の権利及び義務は、解散時にお

いて機構が承継する。この場合においては、他の法令中法人の解散及び清算に関する規定は、適

用しない。  

 


